従業員持株会規約

第１条（名称、性格）

1 この会は、　　　従業員持株会（以下本会という）と称する。

2 本会は民法第667条第１項に基づく組合とし、第５条第２項および第３項の拠出金（第12条を含む）、第７条の奨励金ならびに第11条の配当金および中間配当金をもって本会への出資とする。

第２条（目的）

本会は、　　　　　（以下会社という）の従業員が前条第２項に規定する出資金をもって
株式（以下株式という）を取得し、もって各従業員の財産形成の一助とすることを目的とする。

第３条（入会の資格）

　会員は会社の従業員に限る。

第４条（入会）

（Ａ案）　本会に入会を希望する会社の従業員は、毎月　月　日より　月　日までに理事長宛に申込むことにより、　月より会員となることができる。

（Ｂ案）　本会に入会を希望する会社の従業員は、毎月　日までに理事長宛に申込むことにより、翌月より会員となることができる。
第５条（拠出金）

1 拠出金は一口　円とする。

2 会員は、基準内賃金の　％を超えない範囲で毎月一定の口数を、また賞与時は別途例月の３倍の口数を、本会への出資として拠出する。

3 会員は前項の外、次の場合臨時拠出を行うことができる。
1.株主割当増資に伴う新株式の払込み
2.時価発行増資および売出しにかかわる株式の買付け
3.退会時
4.会員の申出により定時拠出金に追加する場合

4 前項第２号第３号および第４号の臨時拠出は、原則として一会員一単位までの株式の買付けに要する金額を上限とする。

第６条（拠出の休止・変更）

1 会員は､やむを得ぬ事由がある場合は理事長に申請し､その承認を得て拠出を休止することができる｡

2 拠出を休止した会員は、休止事由が消滅したときは、速やかに理事長宛に拠出の再開を申請するものとする。

3 （Ａ案）　拠出口数を変更しようとする会員は、毎年　月　日までに理事長宛に申請し、　月分
　　　　　から新口数を拠出する。
（Ｂ案）　拠出口数を変更しようとする会員は、毎月　日までに理事長宛に申請し翌月から新口
　　　　　数を拠出する。

第７条（奨励金）

1 会員は、本会と会社との間に結ばれた覚書に基づき、会社から奨励金として次の金額を受け、これを本会への出資として拠出する。
1.第５条第２項の拠出金に対して細則に定める割合を乗じた金額
2.事務代行手数料相当額（消費税相当額を含む）

2 前項の規定にかかわらず、第５条第３項（第12条を含む）の臨時拠出金には奨励金を付与しない。

第８条（株式の購入）

1 本会は、第５条第２項、第５条第３項３号、４号の拠出金および前条第１項第１号の奨励金の合計金額（以下株式購入資金という）をもって、原則として例月分は毎月　日、賞与分は支給の翌々取引日に、市場から時価（委託手数料および消費税相当額を含む）で株式の購入を行う。

2 株式購入資金のうち、単位株の購入代金に満たない部分（以下残金という）は、次回の株式購入資金に繰り入れる。

第９条（理事長の受託）

　会員は、前条および第11条により購入した株式ならびに第12条により取得した株式、また第18条により組み入れられた株式を管理の目的をもって理事長に信託し、理事長はこれを受託する。

第１０条（株式分割の取扱い）

　前条により理事長に信託された株式（以下信託株式という）が分割によって増加した場合その増加分の株式については、自動的に信託財産に帰属する。

第１１条（配当金等の再投資）

　会員は、信託株式にかかわる配当金および中間配当金を本社への出資として拠出し、これを株式の購入に充てる。購入の方法は第８条に準ずる。

第１２条（増資等の払込み）

信託株式につき新株引受権が割り当てられたときは、会員の希望により割当日現在の登録された持分に応じて、当該新株引受権の割当配分を受ける。払込みは次に拠る。

1. 会員は、払込金相当額の臨時拠出金を本会への出資として拠出する。

2. 理事長は、前号の臨時拠出金の合計額をもって、新株式の払込金に充当する。

第１３条（持分の計算）

1 本会は、信託株式について、次の要領で算出した株式数を、それぞれ各会員の持分として会員別持分明細簿に登録する。
1. 第８条により購入した株式については、当該購入時の各会員の株式購入資金（前月からの繰越金を含む）に応ずる株式数
2. 第10条により増加した株式については、当該基準日における各会員の登録された持分に応ずる株式数
3. 第11条により購入した株式については、当該決算期末（中間配当金により購入した株式にあっては当該基準日）における各会員の登録された持分に応ずる株式数
4. 第12条により取得した株式については、各会員の臨時拠出金に応ずる株式数
2 第８条第２項の残金については、株式購入直前の各会員の株式購入資金額に応じて、各会員に帰属すべき残金として会員別持分明細簿に登録する。
第１４条（権利の譲渡・質入れ）

　会員の登録された持分に関する権利は、他に譲渡または質入れすることはできない。

第１５条（会員別持分明細簿）

　本会は、第13条による会員別持分明細簿を所定の場所に備え置く。
第１６条（残高明細の通知）

1 本会は毎年２回、各会員に対し残高明細を通知する。

2 会員は必要な場合は何時でも、自己の持分残高につき照会することができる。

第１７条（持分の一部引出し）

1 会員は、その登録された持分が単位株を超えた場合には、その持分の一部を単価株ごとに引き出すことができる。

2 会員は、前項による持分の一部引出しに際し、株券を受領する代わりに本会を通じて市場において時価で売却し、その代金より委託手数料（消費税相当額を含む）および有価証券取引税を差引いた金額を受領することができる。

3 前項の売却は、毎月買付日に一括して行う。

4 第１項により引き出された株式数は、これを会員別明細簿上の当該会員の持分より控除する。

第１８条（株式の組入れ）

　会員は、自己の保有する株式を、本会の持分に組み入れることができる。

第１９条（退会）

1 会員は理事長宛に届け出ることにより、何時でも退会することができる。ただし、一旦退会した者は原則として再入会することはできない。

2 会員が会社の従業員でなくなった場合は、自動的に退会するものとする。

第２０条（退会精算）

（Ａ案）①退会者は、退会の届出を行った日（以下退会日という）における持分残高に相当する株式および第13条第２項の残金の払戻しを受ける。ただし、単位株未満の持分残高については、これを時価で売却し、その代金から委託手数料（消費税相当額を含む）および有価証券取引税を差し引いた金額を払い戻す。

②退会者は、前項の払戻しに際し、単位株のうち任意の株式数の株式を本会を通じて売却することができる。

（Ｂ案）退会買増しならびに退会者のるいとうへの振替制度採用の場合

1 退会者は、退会の届出を行った日（以下退会日という）における持分残高に相当する株式および第13条第２項の残金の払戻しを受ける。ただし、単位株未満の持分残高については、次の何れかの精算方法を会員が選択できるものとする。

1. これを時価で売却し、その代金から委託手数料（消費税相当額を含む）および有価証券取引税を差し引いた金額を払い戻す。

2. 単位株に達する株数を臨時拠出金にて買い付け単位株で引き出す。

3. 退会者が証券会社に保有する株式累積投資（以下るいとうという）口座に振り替える。ただし１株未満については第１号の処理を行う。

2 前項で１号を選択した退会者は払戻しに際し、単価株のうち任意の株式数の株式を本会を通じて売却することができる。

（以下Ａ案、Ｂ案共通）

3 前項および前々項による売却は、毎月買付日に１ヵ月間の退会者全員の分を一括して行う。

4 退会日現在において権利確定後未受領の配当金等がある場合は、次のとおり処理する。

1. 配当金および中間配当金は、本会が受領した後遅滞なく現金にて払戻しをする。

2. 第10条により増加した株式および払込済の増資新株式は、本会が株券を受領した後遅滞なく、第１項の規定に準じて払戻しをする。

5 第12条により新株引受権の割当配分を受けた会員は、臨時拠出金の拠出日前に、退会に先立って当該臨時拠出金を本会への出資として拠出する。
この場合、本会は、新株式の株券受領後遅滞なく、当該退会者に対し、第１項の規定に準じて払戻しをする。

6 退会者は、退会日現在における第13条による持分計算の際に生じた配分不能の端数株式にかかわる、持分の払戻しの請求はできない。

第２１条（信託株式の議決権）

1 信託株式にかかわる議決権は、受託者たる理事長がこれを行使する。だたし、会員は各自の持分に相当する株式の議決権の行使について、理事長に対し各株主総会ごとに特別の指示を与えることができる。

2 理事長は、株主総会招集通知の内容を会員に周知させる。

第２２条（役員の選任）

1 本会の役員として、理事および監事をそれぞれ若干名おく。

2 理事および監事は、会員のなかから、次の手続により選任する。

1. 理事会は、任期満了の１ヵ月前までに次期役員の候補者を推薦し、理事長はこれを書面にて会員に通知する。

2. 前号の候補者に異議ある会員は、書面にて理事長にその旨申し出る。

3. 第１号の通知発信後２週間経過したとき、前号の異議が会員数の２分の１未満の場合に当該候補者は選任されたものとし、現役員の任期満了と同時に就任する。

4. 第２号の異議が会員数の２分の１以上の場合は、理事会は、直ちに新たな候補者を推薦し、第１号乃至第３号の手続をとる。

3 役員の任期は、就任の翌年の　月末日までとする。ただし、任期満了時において前項第４号の手続が進行中の場合、もしくはその他特別の事由により次期役員が選任されていない場合は、次期役員が選任されるまでの期間、任期を延長する。なお、再任を妨げない。

4 理事は互選により理事会を選任する。

5 理事長は本会を代表し、本規約に定める業務を執行する。理事長に事故あるときは、理事会で予め定めた順序に従って、他の理事が代わる。

第２３条（理事会）

1 理事は理事会を構成し、本会の運営にあたる。

2 理事会は、必要に応じて理事長がこれを招集する。

3 理事会は次の事項を規定する。
1.本規約または本規約に基づく細則の規定により理事会が決定すべき事項
2.その他本会の業務の処理上重要と理事長が認めた事項

4 理事会の決定は、出席理事の過半数によってこれを行う。

第２４条（監事）

1 監事は、理事の業務を監査する。

2 監事は、必要と認めたときは何時でも、本会の業務の状況につき、理事長に報告を求めることができる。

3 監事は、理事会において意見を述べることができる。

第２５条（事務処理の委託）

　本会の事務処理は、野村證券株式会社に委託する。

第２６条（経費負担）

　本会の経費は、拠出金および奨励金のなかから支払う。

第２７条（業務報告）

　理事会は、毎年　月末日をもって過去１年間の業務状況報告書を作成し、監事の承認を得たのち、会員に報告する。

第２８条（本会の所在地）

　本会の所在地は、




とする。

第２９条（規約の変更）

本規約の変更は、次の手続による。

1. 理事会は変更案を起案し、会員に書面にて通知する。

2. 前号の変更案に異議がある会員は、書面にて理事長に対しその旨申し出る。

3. 第１号の通知発信後2週間経過したとき、前号の異議が会員数の３分の１未満の場合に、当該変更案は効力を発生する。

4. 第２号の異議が会員数の３分の１以上の場合は、理事会は当該変更案を修正のうえ、改めて第１号乃至第３号の手続をとることができる。

第３０条（運営の細目）

　本会の運営に関する細目は、理事会の定める本会運営細則による。

＜付　則＞

第1条 本規約は平成　年　月　日より実施する。

第2条 株式公開までは（または当分の間）規約第５条第３項は下記のように置き替える。

第５条③会員は前項の外、次の場合臨時拠出を行うことができる。

1. 株主割当増資に伴う新株式の払込み

2. 第三者割当増資に応募する場合及び株式移動により買い付ける場合

3. 公開公募株式に応募する場合

第３条
株式公開までは（または当分の間）、規約第８条第１項の規定にかかわらず、株式の買付けは供給あるつど行い、その価格は理事会が決定する。ただし、公開の規制期間内の買付価格は、東京証券取引所の「上場前の公募又は売出し等の規制に関する規則」並びに日本証券業協会の「登録前の第三者割当増資及び特別利害関係者等の株式移動に関する規定」に基づいて理事会が決定した価格とする。

第４条
付則第３条の株式買付け、または、新株式取得以前に退会する場合は、それまでの拠出金、奨励金、利息および退会者に配分された配当金を返還する。ただし、預け金未収利息についてはこの限りでない。

第５条
付則第３条により株式の購入を行わない期間においては、規約第８条第１項の株式購入資金は、当持株会が中期国債ファンドをもって管理する。

第６条
株式公開までは（または当分の間）、会員が取締役・監査役に就任する場合を除き規約第17条の規定にかかわらず、株式の引出しを認めない。もし会員からの株式の引出しが止むを得ないと理事長が判断した場合には付則第３条の価格で換算し、現金にて返還する。

第７条
株式公開までは（または当分の間）、規約第20条にかかわらず、退会者に属する持株の全株数の株式を付則第３条の価格で換算し、付則第４条の金銭と合わせて現金で返還する。

第８条
本会発足当初の理事および監事は、規約第22条第２項の規定にかかわらず、発起人会において選任する。

第９条
本会発足後最初に行う業務報告は、第27条の規定にかかわらず、発足日から平成　年　月　日までの期間について行う。
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